
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 農地等の権利移動の許可 

根拠法令(例規)及び条項  農地法第 3条第 1項 

法令 (例規 )番号 昭和 27年法律第 229号 

関 係 条 項 同法同条第 2項、同法施行規則第 2条 
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農地法 

（農地又は採草放牧地の権利移動の制限） 

第三条 農地又は採草放牧地について所有権を移転し、又は地上権、永小作権、質

権、使用賃借による権利、賃借権若しくはその他の使用及び収益を目的とする

権利を設定し、若しくは移転する場合には、政令で定めるところにより、当事

者が農業委員会の許可を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合及び第五条第一項本文に規定する場合は、この限りでない。 

一 第四十六条第一項又は第四十七条の規定によつて所有権が移転される場合 

二 削除 

三 第三十七条から第四十条までの規定によつて農地中間管理権（農地中間管理事

業の推進に関する法律第二条第五項に規定する農地中間管理権をいう。以下同

じ。）が設定される場合 

四 第四十三条の規定によつて同条第一項に規定する利用権が設定される場合 

五 これらの権利を取得する者が国又は都道府県である場合 

六 土地改良法（昭和二十四年法律第百九十五号）、農業振興地域の整備に関する

法律（昭和四十四年法律第五十八号）、集落地域整備法（昭和六十二年法律第

六十三号）又は市民農園整備促進法（平成二年法律第四十四号）による交換分

合によつてこれらの権利が設定され、又は移転される場合 

七 農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があつた農用地利用集積

計画の定めるところによつて同法第四条第四項第一号の権利が設定され、又は

移転される場合 

七の二 農地中間管理事業の推進に関する法律第十八条第五項の規定による公告

があつた農用地利用配分計画の定めるところによつて賃借権又は使用貸借に

よる権利が設定され、又は移転される場合 

八 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する

法律（平成五年法律第七十二号）第九条第一項の規定による公告があつた所有

権移転等促進計画の定めるところによつて同法第二条第三項第三号の権利が

設定され、又は移転される場合 

九 農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律（平成十

九年法律第四十八号）第八条第一項の規定による公告があつた所有権移転等促

進計画の定めるところによつて同法第五条第八項の権利が設定され、又は移転

される場合 



九の二 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の

促進に関する法律（平成二十五年法律第八十一号）第十七条の規定による公告

があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて同法第五条第四項の

権利が設定され、又は移転される場合 

十 民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）による農事調停によつてこれ

らの権利が設定され、又は移転される場合 

十一 土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）その他の法律によつて農地若

しくは採草放牧地又はこれらに関する権利が収用され、又は使用される場合 

十二 遺産の分割、民法（明治二十九年法律第八十九号）第七百六十八条第二項（同

法第七百四十九条及び第七百七十一条において準用する場合を含む。）の規定

による財産の分与に関する裁判若しくは調停又は同法第九百五十八条の三の

規定による相続財産の分与に関する裁判によつてこれらの権利が設定され、又

は移転される場合 

十三 農地利用集積円滑化団体（農業経営基盤強化促進法第十一条の十四に規定す

る農地利用集積円滑化団体をいう。以下同じ。）又は農地中間管理機構が、農

林水産省令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地売買

等事業（同法第四条第三項第一号ロに掲げる事業をいう。以下同じ。）又は同

法第七条第一号に掲げる事業の実施によりこれらの権利を取得する場合 

十四 農業協同組合法第十条第三項の信託の引受けの事業又は農業経営基盤強化

促進法第七条第二号に掲げる事業（以下これらを「信託事業」という。）を行

う農業協同組合又は農地中間管理機構が信託事業による信託の引受けにより

所有権を取得する場合及び当該信託の終了によりその委託者又はその一般承

継人が所有権を取得する場合 

十四の二 農地中間管理機構が、農林水産省令で定めるところによりあらかじめ農

業委員会に届け出て、農地中間管理事業（農地中間管理事業の推進に関する法

律第二条第三項に規定する農地中間管理事業をいう。以下同じ。）の実施によ

り農地中間管理権を取得する場合 

十四の三 農地中間管理機構が引き受けた農地貸付信託（農地中間管理事業の推進

に関する法律第二条第五項第二号に規定する農地貸付信託をいう。）の終了に

よりその委託者又はその一般承継人が所有権を取得する場合 

十五 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の

指定都市（以下単に「指定都市」という。）が古都における歴史的風土の保有

に関する特別措置法（昭和四十一年法律第一号）第十九条の規定に基づいてす

る同法第十一条第一項の規定による買入れによつて所有権を取得する場合 

十六 その他農林水産省令で定める場合 

２ 前項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。

ただし、民法第二百六十九条の二第一項の地上権又はこれと内容を同じくする

その他の権利が設定され、又は移転されるとき、農業協同組合法第十条第二項

に規定する事業を行う農業協同組合又は農業協同組合連合会が農地又は採草

放牧地の所有者から同項の委託を受けることにより第一号に掲げる権利が取

得されることとなるとき、同法第十一条の三十一第一項第一号に掲げる場合に

おいて農業協同組合又は農業協同組合連合会が使用貸借による権利又は賃借

権を取得するとき、並びに第一号、第二号、第四号及び第五号に掲げる場合に



おいて政令で定める相当の事由があるときは、この限りでない。 

一 所有権、地上権、永小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権若しくはその

他の使用及び収益を目的とする権利を取得しようとする者又はその世帯員等

の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等

からみて、これらの者がその取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき農

地及び採草放牧他の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認

められない場合 

二 農業生産法人以外の法人が前号に掲げる権利を取得しようとする場合 

三 信託の引受けにより第一号に掲げる権利が取得される場合 

四 第一号に掲げる権利を取得しようとする者（農業生産法人を除く。）又はその

世帯員等がその取得後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農作業に常

時従事すると認められない場合 

五 第一号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後に

おいて耕作の事業に供すべき農地の面積の合計及びその取得後において耕作

又は養畜の事業に供すべき採草放牧地の面積の合計が、いずれも、北海道では

二ヘクタール、都府県では五十アール（農業委員会が農林水産省令で定める基

準に従い、市町村の区域の全部又は一部についてこれらの面積の範囲内で別段

の面積を定め、農林水産省令で定めるところにより、これを公示したときは、

その面積）に達しない場合 

六 農地又は採草放牧地につき所有権以外の権原に基づいて耕作又は養畜の事業

を行う者がその土地を貸し付け、又は質入れしようとする場合（当該事業を行

う者又はその世帯員等の死亡又は第二条第二項に掲げる事由によりその土地

について耕作、採草又は家畜の放牧をすることができないため一時貸し付けよ

うとする場合、当該事業を行う者がその土地をその世帯員等に貸し付けようと

する場合、農地利用集積円滑化団体がその土地を農地売買等事業の実施により

貸し付けようとする場合、その土地を水田裏作（田において稲を通常栽培する

期間以外の期間稲以外の作物を栽培することをいう。以下同じ。）の目的に供

するため貸し付けようとする場合及び農業生産法人の常時従事者たる構成員

がその土地をその法人に貸し付けようとする場合を除く。） 

七 第一号に掲げる権利を取得しようとする者又はその世帯員等がその取得後に

おいて行う耕作又は養畜の事業の内容並びにその農地又は採草放牧地の位置

及び規模からみて、農地の集団化、農作業の効率化その他周辺の地域における

農地又は採草放牧地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ず

るおそれがあると認められる場合 

３ 農業委員会は、農地又は採草放牧地について使用貸借による権利又は賃借権が

設定される場合において、次に掲げる要件の全てを満たすときは、前項（第二

号及び第四号に係る部分に限る。）の規定にかかわらず、第一項の許可をする

ことができる。 

一 これらの権利を取得しようとする者がその取得後においてその農地又は採草

放牧地を適正に利用していないと認められる場合に使用貸借又は賃貸借の解

除をする旨の条件が書面による契約において付されていること。 

二 これらの権利を取得しようとする者が地域の農業における他の農業者との適

切な役割分担の下に継続的かつ安定的に農業経営を行うと見込まれること。 



三 これらの権利を取得しようとする者が法人である場合にあつては、その法人の

業務を執行する役員のうち一人以上の者がその法人の行う耕作又は養畜の事

業に常時従事すると認められること。 

４ 農業委員会は、前項の規定により第一項の許可をしようとするときは、あらか

じめ、その旨を市町村長に通知するものとする。この場合において、当該通知

を受けた市町村長は、市町村の区域における農地又は採草放牧地の農業上の適

正かつ総合的な利用を確保する見地から必要があると認めるときは、意見を述

べることができる。 

５ 第一項の許可は、条件をつけてすることができる。 

６ 農業委員会は、第三項の規定により第一項の許可をする場合には、当該許可を

受けて農地又は採草放牧地について使用貸借による権利又は賃借権の設定を

受けた者が、農林水産省令で定めるところにより、毎年、その農地又は採草放

牧地の利用の状況について、農業委員会に報告しなければならない旨の条件を

付けるものとする。 

７ 第一項の許可を受けないでした行為は、その効力を生じない。 

農地法施行令 

（農地又は採草放牧地の権利移動の不許可の例外） 

第二条 法第三条第二項第一号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当

の事由は、次のとおりとする。 

一 その権利を取得しようとする者がその取得後において耕作又は養畜の事業に

供すべき農地及び採草放牧地の全てについて耕作又は養畜の事業を行うと認

められ、かつ、次のいずれかに該当すること。 

イ その権利を取得しようとする者が法人であつて、その権利を取得しようとする

農地又は採草放牧地における耕作又は養畜の事業がその法人の主たる業務の

運営に欠くことのできない試験研究又は農事指導のために行われると認めら

れること。 

ロ 地方公共団体（都道府県を除く。）がその権利を取得しようとする農地又は採

草放牧地を公用又は公共用に供すると認められること。 

ハ 教育、医療又は社会福祉事業を行うことを目的として設立された法人で農林水

産省令で定めるものがその権利を取得しようとする農地又は採草放牧地を当

該目的に係る業務の運営に必要な施設の用に供すると認められること。 

ニ 独立行政法人農林水産消費安全技術センター、独立行政法人家畜改良センター

又は国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構がその権利を取得しよ

うとする農地又は採草放牧地をその業務の運営に必要な施設の用に供すると

認められること。 

二 耕作又は養畜の事業を行う者が所有権以外の権原（第三者に対抗することがで

きるものに限る。ロにおいて同じ。）に基づいてその事業に供している農地又

は採草放牧地につき当該事業を行う者及びその世帯員等以外の者が所有権を

取得しようとする場合において、許可の申請の時におけるその者又はその世帯

員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の

数等からみて、イ及びロに該当すること。 

イ 許可の申請の際現にその者又はその世帯員等が耕作又は養畜の事業に供すべ

き農地及び採草放牧地の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う



と認められること。 

ロ その土地についての所有権以外の権原の存続期間の満了その他の事由により

その者又はその世帯員等がその土地を自らの耕作又は養畜の事業に供するこ

とが可能となつた場合において、これらの者が耕作又は養畜の事業に供すべき

農地及び採草放牧地の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うこ

とができると認められること。 

２ 法第三条第二項第二号及び第四号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定め

る相当の事由は、次のとおりとする。 

一 農業協同組合、農業協同組合連合会又は農事組合法人（農業協同組合法（昭和

二十二年法律第百三十二号）第七十二条の十第一項第二号の事業を行うものを

除く。）がその権利を取得しようとする農地又は採草放牧地を稚蚕共同飼育の

用に供する桑園その他これらの法人の直接又は間接の構成員の行う農業に必

要な施設の用に供すると認められること。 

二 森林組合、生産森林組合又は森林組合連合会がその権利を取得しようとする農

地又は採草放牧地をその行う森林の経営又はこれらの法人の直接若しくは間

接の構成員の行う森林の経営に必要な樹苗の採取又は育成の用に供すると認

められること。 

三 乳牛又は肉用牛の飼養の合理化を図るため、その飼養の事業を行う者に対して

その飼養の対象となる乳牛若しくは肉用牛を育成して供給し、又はその飼養の

事業を行う者の委託を受けてその飼養の対象となる乳牛若しくは肉用牛を育

成する事業を行う一般社団法人又は一般財団法人で農林水産省令で定めるも

のが、その権利を取得しようとする農地又は採草放牧地を当該事業の運営に必

要な施設の用に供すると認められること。 

四 東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社又は西日本高速道路株式会

社がその権利を取得しようとする農地又は採草放牧地をその事業に必要な樹

苗の育成の用に供すると認められること。 

五 前項第一号イからニまでに掲げる事由 

３ 法第三条第二項第五号に掲げる場合の同項ただし書の政令で定める相当の事

由は、次のとおりとする。 

一 権利の取得後における耕作の事業が草花等の栽培でその経営が集約的に行わ

れるものであると認められること。 

二 その権利を取得しようとする者が、農業委員会のあつせんに基づく農地又は採

草放牧地の交換によりその権利を取得しようとするものであり、かつ、その交

換の相手方の耕作の事業に供すべき農地の面積の合計又は耕作若しくは養畜

の事業に供すべき採草放牧地の面積の合計がその交換による権利の移転の結

果法第三条第二項第五号に規定する面積を下回ることとならないと認められ

ること。 

三 その位置、面積、形状等からみてこれに隣接する農地又は採草放牧地と一体と

して利用しなければ利用することが困難と認められる農地又は採草放牧地に

つき、当該隣接する農地又は採草放牧地を現に耕作又は養畜の事業に供してい

る者が権利を取得すること。 

四 前項各号のいずれかに掲げる事由 

 



「農地法関係事務に係る処理基準について」（平成 12年 6月 1日 12構改 B第 404 

号農林水産事務次官通知） 

第３ 法第３条関係 

１ 法第３条の許可対象 

本条の制限の対象となる権利の設定又は移転には、私法上の契約に基づくものばかりでな 

く、競売、公売、遺贈等の単独行為、公法上の契約及び行政処分に基づくものも、全て含

まれる（法第５条についても同様である。）。 

２ 法第３条第２項ただし書の許可基準 

農業委員会は、法第３条第１項の許可をするかの判断に当たっては、法令の定めによるほ 

か、次によるものとする。 

(1) 区分地上権等の設定等の許可基準 

民法（明治29年法律第89号）第269条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするそ 

の他の権利の設定又は移転については、その権利の設定又は移転を認めてもその権利の設

定又は移転に係る農地等及びその周辺の農地等に係る営農条件に支障を生ずるおそれがな

く、かつ、その権利の設定又は移転に係る農地等をその権利の設定又は移転に係る目的に

供する行為の妨げとなる権利を有する者の同意を得ていると認められる場合に限り許可す

るものとする。 

(2) 農業協同組合法第10条第２項に規定する事業を行う農業協同組合又は農業協同組合連

合会が農地等の所有者から同項の委託を受けることによる権利の取得等及び同法第11条の

50第１項第１号に掲げる場合における使用貸借による権利又は賃借権の取得の許可基準農

業協同組合法第10条第２項に規定する事業を行う農業協同組合又は農業協同組合連合会が

農地等の所有者から同項の委託を受けることにより法第３条第２項第１号に掲げる権利を

取得する場合及び農業協同組合法第11条の50第１項第１号に掲げる場合において、農業協

同組合又は農業協同組合連合会が使用貸借による権利又は賃借権を取得する場合であって

自ら農業経営を行う体制が整備されていないと認められる場合等農業協同組合又は農業協

同組合連合会がその申請に係る農地等について農業経営を適切に行うと認められないとき

は、許可しないものとする。 

３ 法第３条第２項第１号の判断基準 

法第３条第２項第１号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によ

るものとする。 

(1) 「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」とは、法第３条第１項の許可

の申請に係る農地等及び当該農地等について同条第２項第１号に掲げる権利を取得しよう

とする者又はその世帯員等（以下「権利取得者等」という。）が既に同号に掲げる権利を

有している農地等をいう。この場合において、権利取得者等が既に所有し、又は使用及び

収益を目的とする権利を有している農地等であって、他の者に使用及び収益を目的とする

権利が設定されているものは、第一義的には、当該他の者が耕作又は養畜の事業に供すべ

きものであるため、当該権利取得者等が「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放

牧地」に含まれない。ただし、農地が適切に耕作されていない、農地の賃借料の滞納が継

続しているその他の事情により、権利取得者等が、他の者に使用及び収益を目的とする権

利が設定されている農地等の返還を受けて、自ら耕作又は養畜の事業に供することにつき

支障がないにもかかわらず、当該他の者に使用及び収益を目的とする権利を設定したまま、



他の農地等について法第３条第２項第１号に掲げる権利を取得しようとするときは、「全

てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う」とは認められないものとする。また、

民法第269条の２第１項の地上権又はこれと内容を同じくするその他の権利が設定されて

いる農地等は、これらの権利が耕作又は養畜の事業に供することを目的として設定される

ものではないため、当該農地等について正当な権限に基づき耕作又は養畜の事業に供する

ことができる者及びその世帯員等が「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」

に含まれる。なお、法第32条第１項各号に該当する農地の所有者並びにその農地について

使用及び収益をする者並びに法第51条第１項各号に該当する者については、耕作又は養畜

の事業に供すべき農地等の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められ

ないことは当然である。 

(2) 「効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行う」と認められるかについては、近傍の

自然的条件及び利用上の条件が類似している農地等の生産性と比較して判断する。この場

合において、権利取得者等の経営規模、作付作目等を踏まえ、次の要素等を総合的に勘案

する。 

① 機械 

権利取得者等が所有している機械のみならず、リース契約により確保されているもの 

や、今後確保すると見込まれるものも含む。 

② 労働力 

農作業等に従事する権利取得者の人数のみではなく、雇用によるものや、今後確保する 

と見込まれるものも含む。 

③ 技術 

権利取得者等に限らず、農作業等に従事する者の技術をいう。なお、農作業の一部を外 

部に委託する場合には、権利取得者等に加え、委託先の農作業に関する技術も勘案する。 

なお、権利取得者等の住所地から取得しようとする農地等までの距離で画一的に判断す 

ることは、今日では、権利取得者等以外の者の労働力も活用して農作業を行うことも多く 

なっていること、著しく交通が発達したこと等を踏まえ、適当ではない。 

また、権利取得者等が許可の申請の際現に使用及び収益を目的とする権利を有している 

農地等のうちに、生産性が著しく低いもの、地勢等の地理的条件が悪いものその他のその 

地域における標準的な農業経営を行う者が耕作又は養畜の事業に供することが困難なもの 

が含まれている場合には、当該農地等について、今後の耕作に向けて草刈り、耕起等当該 

農地等を常に耕作し得る状態に保つ行為が行われていれば、当該農地等については、法第 

32条第１項各号に掲げる農地には該当せず、当該農地等の全てを効率的に利用して耕作又 

は養畜の事業を行っていると認められるものとする。 

(3) (2)の判断に当たっては、農地等の効率的な利用が確実に図られるかを厳正に審査する

必要があるが、いたずらに厳しく運用し、排他的な取扱いをしないよう留意する。例えば、

新規就農者について、農業高校を卒業しても研修を受けなければ必要な技術が確保されて

いると認めないとすること、まずは農地等を借りて実績を作らなければ所有権の取得は認

めないとすること等の硬直的な運用は、厳に慎むべきである。また、農地等についての賃

借権等の取得については、絶対的な管理・処分権限がある所有権の取得と異なり、仮に不

適正な利用があった場合においても、契約の解除等により農地等を所有者に戻すことがで

きること等を踏まえ、特に農地等を利用する者の確保・拡大を図ることを旨として取り扱



うことが重要である。なお、耕作又は養畜の事業以外の土地を利用した事業を行っている

者については、審査を特に厳正に行わなければならないことは言うまでもない。 

(4) 一般に、耕作又は養畜の事業を行う者が所有権以外の権原に基づいてその事業に供し

ている農地等につき当該事業を行う者又はその世帯員等以外の者が所有権を取得しようと

する場合には、当該農地等は所有権を取得しようとする者及びその世帯員等の法第３条第

２項第１号の「耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地」に該当する。この場

合において、当該農地等で耕作又は養畜の事業を行う者が第三者に対抗することができる

権利に基づいてその事業を行っているときであっても、許可の申請の時における所有権を

取得しようとする者又はその世帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、

農作業に従事する者の数等からみて、①及び②に該当する場合には、不許可の例外となる。 

① 許可の申請の際現にその者又はその世帯員等が耕作又は養畜の事業に供すべき農地等

の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められること。 

② その土地についての所有権以外の権原の存続期間の満了その他の事由によりその者又

はその世帯員等がその土地を自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となる時期が

明らかであり、可能となった場合において、これらの者が、耕作又は養畜の事業に供すべ

き農地等の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められること。①及び

②の判断については、「許可の申請の時における所有権を取得しようとする者又はその世

帯員等の耕作又は養畜の事業に必要な機械の所有の状況、農作業に従事する者の数等」に

は、今後確保する見込みの機械、労働力等は含まれず、許可の申請の時に現に所有等して

いるもので判断する。また、②について判断する際には、所有権以外の権原に基づいて耕

作又は養畜の事業を行う者に対し、当該農地等での耕作又は養畜の事業の継続の意向を確

認するものとする。なお、その際、その農地等の所有権を取得しようとする者又はその世

帯員等が自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となる時期が、許可の申請の時か

ら１年以上先である場合には、所有権の取得を認めないことが適当である。ただし、農地

所有適格法人に使用及び収益を目的とする権利が設定されている農地等について、当該法

人の構成員にその所有権を移転しようとする場合にあっては、当該法人が引き続き当該農

地等の全てを効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うと認められるときに限り、当該

構成員が自らの耕作又は養畜の事業に供することが可能となる時期に関わらず、所有権の

取得を認めることができるものとする。 

４ 法第３条第２項第２号の判断基準 

(1) 法第３条第２項第２号に該当するかの判断に当たっては、農地等について同項第１号

に掲げる権利を取得しようとする法人が許可の申請の時点に法第２条第３項各号に掲げる

農地所有適格法人要件を満たしていても、農地等の権利の取得後に要件を満たし得ないと

認められる場合には、許可することができないものとする。この場合において、例えば、

その他事業の種類や規模等からみて、その他事業の売上高見込みが不当に低く評価されて

いると認められるなど、事業計画が不適切と認められる場合には、その法人に書類の補正

等を行わせ、信頼性のある計画に改めさせる等の指導を行うものとする。 

(2) 法人の設立手続中に農地等の現物出資を受ける場合には、当該法人が法第３条第１項

の許可を得ることが必要であるが、その場合には、その設立しようとする法人が法第２条

第３項各号に掲げる農地所有適格法人要件を満たし得ると認められ、かつ、定款を作成し

ている場合には、設立登記前であっても、農地所有適格法人として取り扱うものとする。 



なお、この場合の許可申請書には、定款に定めがあるか、又は株主総会若しくは社員総会 

で選任された理事、取締役その他の代表者の署名を求めるものとする。 

５ 法第３条第２項第４号の判断基準 

法第３条第２項第４号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によ

るものとする。 

(1) 「耕作又は養畜の事業に必要な農作業」とは、当該地域における農業経営の実態から

みて通常農業経営を行う者が自ら従事すると認められる農作業をいう。したがって、当該

地域において農業協同組合その他の共同組織が主体となって処理することが一般的となっ

ている農作業はこれに含まれないものとする。 

(2) 権利取得者等の農地等についての法第３条第２項第１号に掲げる権利の取得後におけ

るその経営に係る農作業に従事する日数が年間150日以上である場合には「農作業に常時従

事する」と認めるものとする。また、当該農作業に要する日数が年間150日未満である場合

であっても、当該農作業を行う必要がある限り権利取得者等が当該農作業に従事していれ

ば、「農作業に常時従事する」と認めるものとする。このことは、当該農作業を短期間に

集中的に処理しなければならない時期において不足する労働力を権利取得者等以外の者に

依存していても同様である。 

６ 法第３条第２項第５号関係 

(1) 法第３条第２項第５号の判断基準 

法第３条第２項第５号に該当するかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次によ

るものとする。 

① 「耕作の事業に供すべき農地」及び「耕作又は養畜の事業に供すべき採草放牧地」であ 

るかの判断は、３の(1)の場合と同様である。 

② 「北海道では２ヘクタール、都府県では50アールに達しない場合」とは、権利取得者等

が法第３条第２項第１号に掲げる権利の取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき農

地及び採草放牧地の面積がそれぞれ別々に計算してそのいずれの面積も北海道では２ヘク

タール、都府県では50アールに達しない場合である。 

③ 法第３条第２項第５号の別段の面積の設定は、平均的な経営規模が小さい地域等におい 

て同号に規定する面積（北海道にあっては２ヘクタール、都府県にあっては50アール）が 

その実情に適さないと判断される場合には則第17条第１項の規定により行い、高齢兼業化 

等により農地の遊休化が深刻な状況にあり、特に新規就農等を促進しなければ農地の保全 

及び有効利用が図られないと判断される場合には同条第２項の規定により行うこととす 

る。なお、別段の面積を定めようとする場合には、例えば、次によることが考えられる。 

ア則第17条第１項第３号の「耕作又は養畜の事業に供している者」の数については、農 

林業センサス規則（昭和44年農林省令第39号）第１条の調査（以下「農林業センサス」 

という。）の調査結果である市町村、旧市町村（農林業センサスでは、昭和25年２月１ 

日現在での市町村をいう。）等の区域における「経営耕地面積規模別農家数」等を活用 

する。 

イアによる設定区域内の農家の経営規模別分布状況から、則第17条第１項第３号のおお 

むね100分の40を下らない面積を算出し、その算出した面積以上の面積で、当該地域の 

農業振興計画等を考慮して定める。 

ウ則第17条第２項の規定により設定される面積は、10アールを下回ることも可能であ 



る。 

エ則第17条第２項第１号の「現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の 

目的に供されないと見込まれる農地」とは法第32条第１項第１号の農地のことであり、 

「その他適正な利用を図る必要がある農地」とは、同項第２号の農地のことである。 

また、このような農地が「相当程度存在する」地域とは、農業の経営体が不足し、農 

地の遊休化が深刻で、農地に関する権利の取得に際する下限面積要件の弾力的な運用に 

より農地の保全及び有効利用を図ることが必要な地域をいう。 

オ則第17条第２項第２号の「当該設定区域及びその周辺の農地又は採草放牧地の農業上 

の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがない」とは、下限面積に満た 

ない小面積での農地利用者が増加しても、設定区域及びその周辺地域における集団的な 

農地利用、農作業の共同化等に支障を及ぼすおそれがない設定区域の位置及び規模であ 

ることであり、地域の農地の保有や利用の状況及び将来の見通し、当該区域及び周辺地 

域の農業者の営農に関する意向等を十分に考慮して判断する必要がある。 

(2) 都道府県知事に対する通知 

農業委員会は、法第３条第２項第５号の規定により別段の面積を定めたときは、都道府県 

知事にその内容を通知するものとする。 

７ 法第３条第２項第６号の判断基準 

法第３条第２項第６号の「水田裏作」に関する規定は、表作における稲を栽培することに

よる収益よりも裏作における稲以外の作物を栽培することによる収益の方が高い場合であ

っても適用する。 

８ 法第３条第２項第７号の判断基準 

農業は、周辺の自然環境等の影響を受けやすく、地域や集落で一体となって取り組まれて

いることも多い。このため、周辺の地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利

用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合には、許可をすることができない

ものとされている。法第３条第２項第７号に該当するかの判断に当たっては、法令の定め

によるほか、次によるものとする。 

(1) 「周辺の地域における農地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ず

るおそれがあると認められる場合」とは、例えば、① 既に集落営農や経営体により農地が

面的にまとまった形で利用されている地域で、その利用を分断するような権利取得② 地域

の農業者が一体となって水利調整を行っているような地域で、この水利調整に参加しない

営農が行われることにより、他の農業者の農業水利が阻害されるような権利取得③ 無農薬

や減農薬での付加価値の高い作物の栽培の取組が行われている地域で、農薬使用による栽

培が行われることにより、地域でこれまで行われていた無農薬栽培等が事実上困難になる

ような権利取得④ 集落が一体となって特定の品目を生産している地域で、その品目に係る

共同防除等の営農活動に支障が生ずるおそれのある権利取得⑤ 地域の実勢の借賃に比べ

て極端に高額な借賃で賃貸借契約が締結され、周辺の地域における農地の一般的な借賃の

著しい引上げをもたらすおそれのある権利取得等のほか、農業振興地域の整備に関する法

律（昭和44年法律第58号）第８条第１項の規定により定められた農業振興地域整備計画、

農業経営基盤強化促進法第６条第１項の規定により定められた農業経営基盤の強化の促進

に関する基本的な構想等の実現に支障を生ずるおそれがある権利取得等が該当する。 

(2) 農業委員会は、許可の判断をするに当たっては、現地調査を行うこととし、その際に



留意すべき点は、次のとおりである。 

① 法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等によ

る農地等についての権利取得だけでなく、法第３条第１項の許可の申請がなされた全ての

事案について調査を要する。 

② 法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等によ

る農地等についての権利取得、農地等についての所有権の取得、通常取引されていない規

模のまとまりのある農地等についての権利取得等については、特に慎重に調査を行う。 

③ (1)の不許可相当の例示を念頭におき、申請に係る農地等の周辺の農地等の権利関係等 

許可の判断をするに当たって必要な情報について、現地調査の前に把握しておく。 

９ 法第３条第３項関係 

(1) 法第３条第３項の考え方 

農地等についての権利取得は法第３条第２項が基本であり、同条第３項は、使用貸借によ 

る権利又は賃借権が設定される場合に限って例外的な取扱いができるようにしているとこ

ろである。これは、使用貸借による権利又は賃借権については、不適正な利用があった場

合において契約の解除等により所有者に農地等を戻すことが可能であるが、これと異なり、

所有権については所有者が絶対的な管理・処分権限を持つところであり、それぞれの権利

の性質の違いに応じて取り扱うものとされたものである。法第１条の目的においては、「耕

作者自らによる農地の所有」等が規定され、今後とも農地の所有権の取得については農作

業に常時従事する個人と農地所有適格法人に限るべきであることが明確にされたところで

ある。 

(2) 法第３条第３項の判断基準 

① 法第３条第３項第２号の「適切な役割分担の下に」とは、例えば、農業の維持発展に関 

する話合い活動への参加、農道、水路、ため池等の共同利用施設の取決めの遵守、獣害被 

害対策への協力等をいう。これらについて、例えば、農地等について使用貸借による権利

又は賃借権を取得しようとする者は、確約書を提出すること、農業委員会と協定を結ぶこ

と等が考えられる。 

② 法第３条第３項第２号の「継続的かつ安定的に農業経営を行う」とは、機械や労働力の 

確保状況等からみて、農業経営を長期的に継続して行う見込みがあることをいう。 

③ 法第３条第３項第３号の「業務を執行する役員又は農林水産省令で定める使用人のう 

ち、一人以上の者がその法人の行う耕作又は養畜の事業に常時従事すると認められる」と 

は、業務を執行する役員又は当該使用人のうち、一人以上の者が、その法人の行う耕作又 

は養畜の事業（農作業、営農計画の作成、マーケティング等を含む。）の担当者として、 

農業経営に責任をもって対応できるものであることが担保されていることをいう。 

④ 則第18条の２の「法人の行う耕作又は養畜の事業に関する権限及び責任を有する者」と

は、支店長、農場長、農業部門の部長その他いかなる名称であるかを問わず、その法人の

行う耕作又は養畜の事業に関する権限及び責任を有し、地域との調整役として責任をもっ

て対応できる者をいう。権限及び責任を有するか否かの確認は、当該法人の代表者が発行

する証明書、当該法人の組織に関する規則（使用人の権限及び責任の内容及び範囲が明ら

かなものに限る。）等で行う。 

10 法第３条第３項の事務処理基準 

(1) 農業委員会は、法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けた法人



等が撤退した場合の混乱を防止するため、次の①から④までの事項が契約上明記されてい

るか、①から④までの事項その他の撤退した場合の混乱を防止するための取決めを実行す

る能力があるかについて確認するものとする。 

① 農地等を明け渡す際の原状回復の義務は誰にあるか 

② 原状回復の費用は誰が負担するか 

③ 原状回復がなされないときの損害賠償の取決めがあるか 

④ 貸借期間の中途の契約終了時における違約金支払の取決めがあるか 

(2) 農業委員会は、法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けた法人

等が撤退した場合には、次の利用者が継承できるよう、農地等の権利の設定等のあっせん

等（農地中間管理事業の推進に関する法律第２条第３項に規定する農地中間管理事業、農

業経営基盤強化促進法第４条第３項に規定する農地利用集積円滑化事業等の活用等）につ

いて関係機関と十分連携して行うものとする。 

(3) 法第３条第３項の規定の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人等によ

る農地等の権利取得について、農業委員会は、許否の判断に当たり疑義があれば、地方農

政局（北海道にあっては経営局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局。以下同じ。）

に積極的に相談されたい。また、農地所有適格法人以外の法人による農地等の権利取得の

状況については、農業委員会・都道府県・地方農政局の間で情報が共有されるよう配慮さ

れたい。 

11 法第３条第４項の事務処理基準 

農業委員会は、法第３条第４項の規定により通知する際は、当該通知を受けた市町村長が

意見を述べるべき期限を定めるものとする。 

12 法第３条第５項の許可条件 

農業委員会は、農地所有適格法人に対して法第３条第１項の許可をするに当たっては、同

条第５項の規定に基づき、農地等の権利の取得後においてその耕作又は養畜の事業に供す

べき農地等を正当な理由なく効率的に利用していないと認める場合は許可を取り消す旨の

条件を付けるものとする。 

13 国家戦略特別区域法第18条第１項の規定の適用を受けてする法第３条第１項の許可 

農業委員会は、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第18条第１項の規定の適用を

受けて法第３条第１項の許可をするかの判断に当たっては、法令の定めによるほか、次に

よるものとする。 

(1) 国家戦略特別区域法第18条第１項第１号に規定する契約（以下単に「契約」という。） 

は、当該許可を受けて農地等の所有権を取得した法人が当該農地等を所有している限り、

その効力を有する必要がある。このため、例えば、民法第579条に規定する買戻しの特約は、

同法第580条の規定により買戻しの期間が10年を超えることができないことから、契約とし

て不適当である。また、農業委員会は、当該許可をするに当たっては、法第３条第５項の

規定に基づき、国家戦略特別区域法第18条第５項に規定する条件のほか、同条第２項に規

定する特定地方公共団体が、不動産登記法（平成16年法律第123号）第116条第１項に基づ

き、遅滞なく、契約に係る農地等の所有権の移転請求権の保全のための仮登記を同法第６

条第１項に規定する登記所に嘱託しなければならない旨の条件を付けるものとする。 

(2) 国家戦略特別区域法第18条第１項第２号及び第３号の判断基準は、９の(2)と同様とす 

る。 



「農地法関係事務処理要領の制定について」（平成 21年 12月 11日 21経営第 4608 

号、21農振第 1599号農林水産省経営局長・農村振興局長） 

第１ 農地又は採草放牧地の権利移動の関係 

１ 法第３条第１項の許可申請手続 

(1) 許可申請書は、様式例第１ 号の１によるものとし、許可を受けようとする農地又は採

草放牧地（ 以下「農地等」という。） の所在地を管轄する農業委員会へ提出する。 

( 2 ) 農地法施行規則（ 昭和27年農林省令第79号。以下「則」という。） 第1 0条第１ 項

ただし書に該当して単独で許可申請できる場合の申請者は次のとおりである。ア強制競売、

担保権の実行としての競売（その例による競売を含む。以下「競売」という。） 又は公売

によって農地等の権利を取得しようとする場合には、その買受人 

イ遺贈その他の単独行為によって農地等の権利が設定され又は移転される場合に 

は、その単独行為をする者（例えば、遺贈の場合には、遺言者又はその相続人若 

しくは遺言執行者） 

ウ則第10条第１項第２号に該当する場合には、権利を取得しようとする者 

( 3 ) 許可申請書に則第10条第２ 項第９ 号の「その他参考となるべき書類」（ 営農計画

書、損益計算書の写し、総会議事録の写し等）を添付させる場合には、申請負担軽減の観

点から、特に次のことに留意する。 

ア許可申請書の記載事項の真実性を裏付けるために必要不可欠なものであるかど 

うか 

イ申請の却下又は許可若しくは不許可の判断に必要不可欠なものであるかどうか 

ウ既に保有している資料と同種のものでないかどうか 

２ 農業委員会の処理 

農業委員会は、許可申請書の提出があった場合には、次により処理する必要がある。 

(1) 農業委員会は、許可申請書の提出があったときは、その記載事項及び添付書類につい

て審査するとともに、必要に応じて実情を調査し、その申請が適法なものであるかどうか、

農地法（ 昭和27年法律第229号。以下「法」という。）第３条の規定に違反しないかどう

か、及び「農地法関係事務に係る処理基準について」（ 平成12年６月１日付け12構改Ｂ第

404号農林水産事務次官依命通知。以下「処理基準」という。）別紙１の第３に規定する許

可基準に該当しないかどうかを判定する。この場合において、申請者又はその世帯員等が

法第３条第１項本文に掲げる権利を有している農地等に他の農業委員会の区域内にある農

地等が含まれている場合は、当該区域を管轄する農業委員会と連携してその実情を確認す

ることが望ましい。また、農地所有適格法人以外の法人等（法第３条第３項の規定の適用

を受けて同条第１項の許可を受けようとする法人及び個人をいう。以下同じ。） にあって

は、あらかじめ市町村長に農地所有適格法人以外の法人等に許可をしようとする旨を通知

し、当該通知に対する市町村長の意見があった場合は当該意見も参考の上判定する。なお、

市町村長が意見を述べる事務が適正かつ迅速に処理されるよう、農業委員会は、農地所有

適格法人以外の法人等から許可申請書の提出があった時点において、市町村の担当部局に

連絡を行うことが望ましい。また、この場合において、許可申請書の記載事項又は添付書

類に不備があるときは、これの補正又は追完を求める必要がある。 

(2) 農業委員会は、(1)の判定によりその申請の却下又は許可若しくは不許可を決定し、指

令書（様式例第１号の２）を申請者（当事者の連署による申請にあっては、その双方の申



請者）に交付するとともに、その内容を申請者（当事者の連署による申請にあっては、そ

の譲受人）の住所地を管轄する農業委員会にも通知することが望ましい。 

(3) 農業委員会は、(2)の処分をしたときは、当該処分について、その内容、その目的とな

った権利の設定又は移転の種類等に応じて必要な区分をし、その区分ごとに許可申請書を

指令書の写しとともに整理して保管する。また、農地所有適格法人に対して許可を行った

場合には、その農地等の権利取得時における要件の適合状況を法第３条第１項の許可申請

書等により、第５の２の農地所有適格法人要件確認書に取りまとめておく。 

３ 標準的な事務処理期間 

法第３条第１項の許可事務に係る標準的な事務処理期間は、４週間とする。 

４ 法第３条第１項第13号又は第14号の２の届出関係 

(1) 届出手続 

ア届出書は、様式例第１号の３又は第１号の４による。 

イ１ の(2)の規定は、単独で届出ができる場合に準用する。 

ウ届出書に則第13条第２項第４号の「その他参考となるべき書類」を添付させる場合には、

負担軽減の観点から、１の(3)のアからウまでに準ずる。 

(2) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は、届出書の提出があったときは、速やかに届出に係る農地等の権利移動が

農地利用集積円滑化団体又は農地中間管理機構が農地売買等事業又は農地中間管理事業の

実施により農地等の権利を取得するものであるかどうか、届出書の法定記載事項が記載さ

れているかどうか及び添付書類が具備されているかどうかを検討し、その届出が適法であ

るかどうかを審査して、その受理又は不受理を決定する必要がある。 

イ農業委員会は、届出を受理したときは遅滞なく受理通知書（様式例第１号の４）をその

届出者に交付し、届出を受理しないこととしたときは、遅滞なく理由を付けてその旨をそ

の届出者に通知する必要がある。 

ウ農業委員会は、イの規定により受理通知書を交付し、又は受理しない旨の通知をしたと

きは、２ の(3)と同様に関係書類を保管する。 

(3) 事務処理上の留意事項 

ア農業委員会は、届出書の提出があったときは、直ちに、届出者に対し、法第３条第１項

第13号又は第14号の２の届出は農業委員会において適法に受理されるまでは届出の効力が

発生しないことを十分説明し、受理通知書の交付があるまでは事実上権利取得が行われた

と等しい行為が行われることのないよう指導する必要がある。 

イ農業委員会は、(2)の規定による事務処理に当たっては、届出に係る農地等の利用関係に

ついて現に紛争が生じている場合を除き、農業委員会の事務局長に専決処理させること等

により迅速な事務処理を行う体制を整備するものとする。なお、専決処理する場合には、

総会又は部会の議を経てあらかじめ事務処理規程を作成しておくものとするが、届出に係

る事務を専決処理したときは、当該事案について直近の総会又は部会に報告する必要があ

る。 

５ 信託関係 

(1) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は農業協同組合又は農地中間管理機構における農地等の信託契約の締結、信

託財産の貸付け又は売渡し、信託の終了等に伴う当該農業協同組合又は農地中間管理機構



からの通知等を簿冊に整理するとともに信託に係る農地等の権利の設定、移転、解除、解

約等信託財産についての権利の変動に関し、あらかじめ備えた信託関係整理簿（様式例第

１号の６）に記入しておく。 

イ農業委員会は、信託財産の貸付け又は売渡しの適格者の選定につき農業協同組合又は農

地中間管理機構から意見を求められたときは、当該信託財産の借受又は買受申入者の全て

について経営規模、経営の状況、経営能力等を審査し、必要に応じて実情調査を行い、法

第３条第２項各号に該当しないかどうか、及び効率的かつ安定的な農業経営の育成、農業

経営の協業化の促進、農地の集団化等の面からみて、その意見を通知する必要がある。 

ウ農業委員会は、必要があるときは、農業委員会等に関する法律（昭和26年法律第8 8号。

以下「農業委員会法」という。） 第3 5条第１ 項の規定により農業協同組合又は農地中間

管理機構につき信託財産の処理状況を調査する。 

(2) 都道府県知事の処理 

都道府県知事は、信託財産につき必要に応じ報告を求め又は実情を調査しその動向を把握

しておく。 

６ 農業委員会による農地所有適格法人以外の法人等の農地等の利用状況の把握 

(1) 法第３条第６項の規定により許可時に付した条件による報告手続 

ア報告書は、様式例第１号の７による。 

イ報告書に則第1 9条第２ 項第２ 号の「その他参考となるべき書類」（ 農作業従事者の

確保の状況が把握できる資料、農地等の利用状況が把握できる現況写真等）を添付させる

場合には、負担軽減の観点から、１の(3)のアからウまでに準ずる。 

(2) 農業委員会による報告書の徴収及び整理 

ア毎事業年度の終了後３か月以内に報告書の提出がなかった場合には、法第３条第３項の

規定により同条第１項の許可をした農業委員会は、報告書を提出すべき農地所有適格法人

以外の法人等に対して、書面により、速やかに報告するよう求める必要がある。 

イ農業委員会は、報告書の提出があったときは則第19条第１項に規定する記載事項が記載

されているかどうか及び同条第２項に規定する添付書類が具備されているかどうかを検討

し、報告書の記載事項又は添付書類に不備があり、農地等の利用状況の把握が困難と認め

られるときはこれの補正又は追完を求める必要がある。 

「「農地法の運用について」の制定について」（平成 21年 12月 11日 21経営第 4530 

号、21農振第 1598号農林水産省経営局長・農村振興局長） 

第１ 農地又は採草放牧地の権利移動 

農地法（昭和27年法律第229号。以下「法」という。）第３条第４項の「市町村の区域にお

ける農地又は採草放牧地の農業上の適正かつ総合的な利用を確保する見地から必要がある

と認めるとき」とは、例えば、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号。

以下「農振法」という。）第８条第１項の農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画に

おいて定められている土地利用区分と異なる権利取得が行われるとき、農業経営基盤強化

促進法（昭和55年法律第65号。以下「基盤法」という。）第６条第１項の農業経営基盤の

強化の促進に関する基本的な構想において定められている農用地利用改善事業等の実施が

困難となる権利取得が行われるとき等地域における土地利用計画との整合性等を図る必要

があるときをいう。 



審査基準未設定理由 

○ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 30日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 農地又は採草放牧地の賃貸借の解除等の許可 

根拠法令 (例規 )及び条項 農地法第 18条第１項 

法令 (例規 )番号 昭和 27年法律第 229号 

関 係 条 項 同法第 18条第 2項 

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 

 

 

 

 

 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 
基  準 

農地法 

（農地又は採草放牧地の賃貸借の解約等の制限） 

第十八条 農地又は採草放牧地の賃貸借の当事者は、政令で定めるところにより都

道府県知事の許可を受けなければ、賃貸借の解除をし、解約の申入れをし、合

意による解約をし、又は賃貸借の更新をしない旨の通知をしてはならない。た

だし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借の更新をしない旨の通知が、信託事

業に係る信託財産につき行われる場合（その賃貸借がその信託財産に係る信託

の引受け前から既に存していたものである場合及び解約の申入れ又は合意に

よる解約にあつてはこれらの行為によつて賃貸借の終了する日、賃貸借の更新

をしない旨の通知にあつてはその賃貸借の期間の満了する日がその信託に係

る信託行為によりその信託が終了することとなる日前一年以内にない場合を

除く。） 

二 合意による解約が、その解約によつて農地若しくは採草放牧地を引き渡すこと

となる期限前六月以内に成立した合意でその旨が書面において明らかである

ものに基づいて行われる場合又は民事調停法による農事調停によつて行われ

る場合 

三 賃貸借の更新をしない旨の通知が、十年以上の期間の定めがある賃貸借（解約

をする権利を留保しているもの及び期間の満了前にその期間を変更したもの

でその変更をした時以後の期間が十年未満であるものを除く。）又は水田裏作

を目的とする賃貸借につき行われる場合 

四 第三条第三項の規定の適用を受けて同条第一項の許可を受けて設定された賃

借権に係る賃貸借の解除が、賃借人がその農地又は採草放牧地を適正に利用し

ていないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところによりあら

かじめ農業委員会に届け出て行われる場合 

五 農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があつた農用地利用集積

計画の定めるところによつて同法第十八条第二項第六号に規定する者に設定

された賃借権に係る賃貸借の解除が、その者がその農地又は採草放牧地を適正

に利用していないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところに

よりあらかじめ農業委員会に届け出て行われる場合 

六 農地中間管理機構が農地中間管理事業の推進に関する法律第二条第三項第一

号に掲げる業務の実施により借り受け、又は同項第二号に掲げる業務の実施に



より貸し付けた農地又は採草放牧地に係る賃貸借の解除が、同法第二十条又は

第二十一条第二項の規定により都道府県知事の承認を受けて行われる場合 

２ 前項の許可は、次に掲げる場合でなければ、してはならない。 

一 賃借人が信義に反した行為をした場合 

二 その農地又は採草放牧地を農地又は採草放牧地以外のものにすることを相当

とする場合 

三 賃借人の生計（法人にあつては、経営）、賃貸人の経営能力等を考慮し、賃貸

人がその農地又は採草放牧地を耕作又は養畜の事業に供することを相当とす

る場合 

四 その農地について賃借人が第三十六条第一項の規定による勧告を受けた場合 

五 賃借人である農地所有適格法人が農地所有適格法人でなくなつた場合並びに

賃借人である農地所有適格法人の構成員となつている賃貸人がその法人の構

成員でなくなり、その賃貸人又はその世帯員等がその許可を受けた後において

耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地の全てを効率的に利用し

て耕作又は養畜の事業を行うことができると認められ、かつ、その事業に必要

な農作業に常時従事すると認められる場合 

六 その他正当の事由がある場合 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により許可をしようとするときは、あらかじめ、

都道府県機構の意見を聴かなければならない。ただし、農業委員会等に関する

法律第四十二条第一項の規定による都道府県知事の指定がされていない場合

は、この限りでない。 

４ 第一項の許可は、条件をつけてすることができる。 

５ 第一項の許可を受けないでした行為は、その効力を生じない。 

６ 農地又は採草放牧地の賃貸借につき解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借

の更新をしない旨の通知が第一項ただし書の規定により同項の許可を要しな

いで行なわれた場合には、これらの行為をした者は、農林水産省令で定めると

ころにより、農業委員会にその旨を通知しなければならない。 

７ 前条又は民法第六百十七条（期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ）若しく

は第六百十八条（期間の定めのある賃貸借の解約をする権利の留保）の規定と

異なる賃貸借の条件でこれらの規定による場合に比して賃借人に不利なもの

は、定めないものとみなす。 

８ 農地又は採草放牧地の賃貸借に付けた解除条件（第三条第三項第一号、農業経

営基盤強化促進法第十八条第二項第六号及び農地中間管理事業の推進に関す

る法律第十八条第二項第五号に規定する条件を除く。）又は不確定期限は、付

けないものとみなす。 

「農地法関係事務に係る処理基準について」（平成 12年 6月 1日 12構改 B第 404 

号農林水産事務次官通知） 

第９ 法第18条関係 

１ 法第18条第１項の許可対象 

(1) 法第18条第１項第１号関係 

「信託行為によりその信託が終了することとなる日」とは、信託を設定する行為によって 

定められた信託期間の終了の日をいう。信託契約が変更され、信託期間に変更があったと

きは、変更後の信託期間の終了の日をいう。 



(2) 法第18条第１項第２号関係 

賃貸人の一方的意思表示によって「合意による解約」が成立する旨をあらかじめ定める等 

「合意による解約」について賃貸借の当事者が実質的に合意をしたときが法第18条第１項

第２号にいう「合意」のときであると解され、そのときが農地等を引き渡すこととなる期

限前６か月前である場合には、その合意に係る「合意による解約」をしようとする当事者

は都道府県知事（指定都市（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指

定都市をいう。以下同じ。）の区域内にあっては、指定都市の長）の許可を受けなければ

ならない。 

(3) 法第18条第１項第３号関係 

① 「期間の満了前にその期間を変更したもの」には、賃貸借の期間を延長したものはもち 

ろん、その期間を短縮したものも含まれる。 

② 期間の定めのない賃貸借につきその期間を定めた場合におけるその賃貸借については、 

法第18条第１項第３号の「10年以上の期間」の始期は、その期間を定めたときをいう。 

(4) 法第18条第１項第４号及び第５号関係 

農業委員会に届出を行った場合であっても、届出に係る農地等が適正に利用されている場 

合には解除の効力を生じないことは言うまでもない。 

２ 法第18条第１項の許可基準 

都道府県知事又は指定都市の長は、法第18条第１項の許可をするかの判断に当たっては、

法令の定めによるほか、次によるものとする。 

(1) 法第18条第２項第１号の判断基準 

法第18条第２項第１号の「信義に反した行為」とは、特段の事情がないのに通常賃貸人と 

賃借人の関係を持続することが客観的にみて不能とされるような信義誠実の原則に反した

行為をいうものとする。例えば、賃借人の借賃の滞納、無断転用、田畑転換等の用法違反、

無断転貸、不耕作、賃貸人に対する不法行為等の行為が想定される。 

(2) 法第18条第２項第２号の判断基準 

法第18条第２項第２号に該当するかは、例えば、具体的な転用計画があり、転用許可が見 

込まれ、かつ、賃借人の経営及び生計状況や離作条件等からみて賃貸借契約を終了させる

ことが相当と認められるか等の事情により判断するものとする。 

(3) 法第18条第２項第３号の判断基準 

法第18条第２項第３号に該当するかは、賃貸借の消滅によって賃借人の相当の生活の維持 

が困難となるおそれはないか、賃貸人が土地の生産力を十分に発揮させる経営を自ら行う

ことがその者の労働力、技術、施設等の点から確実と認められるか等の事情により判断す

るものとする。 

(4) 法第18条第２項第６号の判断基準 

法第18条第２項第６号の「その他正当の事由がある場合」とは、賃借人の離農等により賃 

貸借を終了させることが適当であると客観的に認められる場合とする。これらの判断に当

たっては、個別具体的な事案ごとに様々な状況を勘案し、総合的に判断する必要があるが、

法第２条の２の責務規定が設けられていることを踏まえれば、賃借人が農地を適正かつ効

率的に利用していない場合は、法第18条第２項第１号に該当しない場合であっても、同項

第６号に該当することがあり得る。このため、賃貸借の解約等を認めることが農地等の適

正かつ効率的な利用につながると考えられる場合には積極的に許可を行うべきである。 



３ 賃貸借の当事者への通知 

農業委員会は、法第18条第６項の規定により賃貸借につき解約の申入れ、合意による解約

又は賃貸借の更新をしない旨の通知をした旨の通知を受理した場合で、これらの行為が法

第18条第１項ただし書の規定により同項の許可を受けることを要しないものに該当しな

いと認めるときは、速やかにその賃貸借の当事者に同項の許可を要する旨を通知するもの

とする。 

４ 農業委員会に対する通知 

都道府県知事又は指定都市の長は、法第18条第１項の処分を行った場合には、その旨を申

請に係る農地等の所在する市町村の区域を管轄する農業委員会に通知するものとする。 

「農地法関係事務処理要領の制定について」（平成 21年 12月 11日 21経営第 4608 

号、21農振第 1599号農林水産省経営局長・農村振興局長） 

第９ 農地等の賃貸借の解約等の関係 

１ 法第18条第１項第４号及び第５号の届出関係 

(1) 届出手続 

ア届出書は、様式例第９号の１による。 

イ届出書に則第66条第２項第３号の「その他参考となるべき書類」を添付させる場合には、

負担軽減の観点から、第１の１の(3)のアからウまでに準ずる。 

(2) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は、届出書の提出があったときは、速やかに届出に係る賃貸借の解除が賃借

人がその農地等を適正に利用していないと認められる場合に行われるものであるかどう

か、届出書の法定記載事項が記載されているかどうか及び添付書類が具備されているかど

うかを検討し、その届出が適法であるかどうかを審査して、その受理又は不受理を決定す

る必要がある。 

イ農業委員会は、届出を受理したときは遅滞なく受理通知書（様式例第９号の２）をその

届出者に交付し、届出を受理しないこととしたときは、遅滞なく理由を付けてその旨をそ

の届出者に通知する必要がある。 

(3) 事務処理上の留意事項 

第１の４の(3)の規定は、農業委員会が法第18条第１項第４号及び第５号の届出に関する事

務処理を行う場合に準用する。 

２ 法第18条第１項の賃貸借の解約等の許可 

(1) 許可申請手続 

ア許可申請は、様式例第９号の３による。 

イ許可申請書に則第64条第３ 項第３ 号の「その他参考となるべき書類」（ 賃貸借契約

書の写し、農地転用事業計画書等）を添付させる場合には、申請負担軽減の観点から、特

に第１の１ の(3)のアからウまでに留意する。 

(2) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は、許可申請書の提出があった場合には、その記載事項及び添付書類を審査

するとともに必要に応じ実情を調査し、その申請が適法なものであるかどうか（ この場合、

許可申請書の提出日について則第64条第２項、更新拒絶をしようとする日について法第17

条の制限があることに留意する。） 及び法第18条第２項各号に該当するかどうかを検討

する。なお、この場合において、許可申請書の記載事項及び添付書類に不備があるときは、



これの補正又は追完を求める必要がある。 

イ農業委員会は、アの検討によりその申請の却下又は許可若しくは不許可について意見を

決定し、法第18条の許可申請に係る農業委員会の意見書（様式例第９号の４）を作成し、

これを議事録の写しとともに許可申請書に添付して速やかに都道府県知事（当該申請に係

る農地等が指定都市（地方自治法第252条の19第１項の指定都市をいう。以下同じ。） の

区域内にある場合は、指定都市の長。以下第９において同じ。）に送付する。なお、農業

委員会は意見書の写しを保管する。 

ウ農業委員会は、イの送付に係る申請に対する都道府県知事の指令書を受け取った場合は、

当該申請に係る意見書の控えに都道府県知事の処理結果を朱筆する。 

(3) 都道府県知事の処理 

ア都道府県知事は、農業委員会の送付により許可申請書の提出があった場合には、農業委

員会の意見書及び議事録の写しを参考にし、(2)のアと同様により検討する。なお、この場

合において、許可申請書の記載事項及び添付書類に不備があるときは、これの補正又は追

完を求める必要がある。 

イ都道府県知事は、(1)の検討によりその申請を却下又は許可若しくは不許可を決定し、指

令書（様式例第９号の５）を申請者（当事者の連署による申請にあっては、その双方の申

請者）に交付するとともに、その内容をその申請に係る農地等の所在地を管轄する農業委

員会に通知する必要がある。この場合において、許可しようとする事案については、あら

かじめ、都道府県農業委員会ネットワーク機構の意見を聴かなければならない。 

３ 法第18条第６項の賃貸借の解約等の通知 

(1) 通知書は、様式例第９号の６による。 

(2) 通知書に則第68条第３ 項第５ 号の「その他参考となるべき書類」を添付させる場合

には、負担軽減の観点から、第１の１ の(3)のアからウまでに準ずる。 

(3) 農業委員会は、通知書を受理した場合にはその記載の内容に誤りがないかどうか及び

その賃貸借の解約の申入れ等が法第18条第１項の許可を受けることを要しないものであ

るかどうかを審査する。 

(4) 農業委員会は、(3)の審査によりその賃貸借の解約の申入れ等が法第18条第１項ただし

書の規定により同項の許可を受けることを要しないものに該当しないと認めたときは、直

ちにその賃貸借の当事者にその旨を通知する。 

 

 

審査基準未設定理由 

○ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 30日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 農用地に係る土地改良事業の参加資格の承認 

根拠法令(例規)及び条項  土地改良法第 3条第 1項第 2号 

法令 (例規 )番号 昭和 24年法律第 195号 

関 係 条 項 同法施行規則第 2条、農地法第 18条 

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 
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土地改良法 

（土地改良事業に参加する資格） 

第三条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内

にある土地についての次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものに

ついては、その所有者 

二 農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供さ

れるものについては、政令の定めるところにより、農業委員会（農業委員会等

に関する法律（昭和二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五

項の規定により農業委員会を置かない市町村にあつては、市町村長。以下同

じ。）に対しその所有者から当該土地改良事業に参加すべき旨の申出があり、

かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認した場合にあつては、

その所有者、その他の場合にあつては、その農用地につき当該権原に基づき耕

作又は養畜の業務を営む者 

三 農用地以外の土地であつて所有権に基づき使用及び収益の目的に供されるも

のについては、その所有者 

四 農用地以外の土地であつて所有権以外の権原に基づき使用及び収益の目的に

供されるものについては、その権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の

定めるところにより、その所有者の同意を得て農業委員会に対し当該土地改良

事業に参加すべき旨を申し出た場合にあつては、その者、その他の場合にあつ

ては、その所有者 

２ 前項第二号の所有者及び権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者が、政令の

定めるところにより、合意によつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申

し出、かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認したときは、そ

の承認のあつた時にその資格が交替するものとする。同項第四号の所有者並び

に権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の定めるところにより、合意に

よつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申し出た場合も、また同様とす

る。 

３ 前二項の規定の適用については、賃貸人又は貸主が、疾病その他農林水産省令

で定める事由によつて当該農用地につき自ら耕作又は養畜の業務を営むこと

ができないため、一時その農用地を他人に貸し付け、その耕作又は養畜の業務

の目的に供した場合において、農業委員会が、政令の定めるところにより、そ



の賃貸人又は貸主が近く自ら耕作又は養畜の業務を営むものと認め、かつ、こ

れを相当と認めるときは、その賃貸人又は貸主をその農用地につき権原に基づ

き耕作又は養畜の業務を営む者とみなす。 

４ 第一項又は第二項の規定の適用については、農地利用集積円滑化団体（農業経

営基盤強化促進法（昭和五十五年法律第六十五号）第十一条の十四に規定する

農地利用集積円滑化団体（同法第四条第三項第一号ロに規定する農地売買等事

業を行う者に限る。）をいう。以下同じ。）若しくは農地中間管理機構（農地中

間管理事業の推進に関する法律（平成二十五年法律第百一号）第二条第四項に

規定する農地中間管理機構をいう。以下同じ。）がその借り受けている農用地

をまだ貸し付けていないとき、又は農地利用集積円滑化団体若しくは農地中間

管理機構がその借り受けている農用地を農地利用集積円滑化事業（農業経営基

盤強化促進法第四条第三項に規定する農地利用集積円滑化事業をいう。）若し

くは農地中間管理事業（農地中間管理事業の推進に関する法律第二条第三項に

規定する農地中間管理事業をいう。）の実施により一時他人に貸し付け、その

耕作若しくは養畜の業務の目的に供した場合において農業委員会が政令の定

めるところによりその旨の認定をしたときは、その農地利用集積円滑化団体又

は農地中間管理機構をその農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を

営む者とみなす。 

５ 第一項の規定の適用については、第九十四条の八第七項（第九十四条の八の二

第六項において準用する場合を含む。）の規定により土地を使用する者は、そ

の土地が農用地である場合にあつては、その農用地につき所有権に基づき耕作

又は養畜の業務を営む者とみなし、その土地が農用地以外の土地である場合に

あつては、その土地の所有者とみなす。 

６ 第五十条第一項の道路等の用に供している土地の所有者としての国若しくは

地方公共団体又は前項に規定する土地の所有者としての国には、第一項の規定

を適用しない。 

７ 換地計画において換地を定めない従前の土地若しくは換地計画において第七

条第四項の非農用地区域内に換地を定めた従前の土地若しくはその換地の所

有者若しくはこれらの土地につき所有権以外の権原に基づき使用及び収益を

する者、第五十三条の二第一項若しくは第五十三条の二の三第一項（これらの

規定を第八十九条の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場

合を含む。以下この項において同じ。）の規定により指定された土地（第五十

三条の二の三第一項の規定により指定された土地にあつては、換地を定めない

土地として指定されたものに限る。）の所有者若しくは当該土地につき所有権

以外の権原に基づき使用及び収益をする者又は第五十四条の二第五項（第八十

九条の二第十項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）の

規定により土地を取得した者（第五十三条の三の二第一項第一号（第八十九条

の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）に掲げ

る土地を取得した者を除く。）には、これらの者としては、第一項の規定を適

用しない。 

８ 第五条第六項又は第七項（これらの規定を第四十八条第九項、第八十五条第五

項、第八十五条の二第五項、第八十五条の三第四項及び第十項、第八十七条の

二第十項、第八十七条の三第七項、第八十八条第六項及び第十八項、第九十六



条の二第七項並びに第九十六条の三第五項において準用する場合を含む。）の

承認又は同意に係る土地（承認に係る土地にあつては、農用地及び第五十条第

一項の道路等の用に供されている土地並びにこれらの土地以外の土地で、その

承認に際し、その承認をした行政庁又は地方公共団体が農用地として利用する

旨を農業委員会に申し出たものを除き、同意に係る土地にあつては、その同意

に際し、その同意をした第一項第三号又は第四号に該当する者が、（当該土地

につき第五条第七項に掲げる権利を有する者が他に存するときは、その者の同

意を得て、）農用地として利用する旨を農業委員会に申し出た土地を除く。以

下「特定用途用地」という。）についての第一項第三号又は第四号に該当する

者には、当該特定用途用地又は当該特定用途用地を従前の土地とする換地につ

いての同項第三号又は第四号に該当する者としては、同項の規定を適用しな

い。 

土地改良法施行規則 

（事業参加の申出） 

第二条 法第三条第一項第二号の規定による申出をしようとする者は、法第五条第

一項の規定により土地改良区を設立しようとする場合にあつては同条第二項

の、法第四十八条第一項の規定により土地改良事業計画を変更し、又は新たな

土地改良事業を行おうとする場合にあつては同条第三項の、法第八十五条第一

項の規定により国営土地改良事業又は都道府県営土地改良事業を行うべきこ

とを申請しようとする場合にあつては同条第二項の、法第八十五条の二第一項

の規定により国営土地改良事業又は都道府県営土地改良事業を行うべきこと

を申請しようとする場合にあつては同条第二項の、法第八十五条の三第一項の

規定により国営土地改良事業又は都道府県営土地改良事業を行うべきことを

申請しようとする場合にあつては同条第二項の、同条第六項の規定により国営

土地改良事業又は都道府県営土地改良事業を行うべきことを申請しようとす

る場合にあつては同条第七項の、法第八十七条の二第一項の規定により同項第

二号の事業を行おうとする場合にあつては同条第三項の、法第八十八条第一項

の規定により国営土地改良事業又は都道府県営土地改良事業の計画の変更を

しようとする場合にあつては同項の、法第九十五条第一項の規定により農業協

同組合、農業協同組合連合会、農地利用集積円滑化団体若しくは農地中間管理

機構が土地改良事業を行おうとする場合又は同項の規定により数人が共同し

て土地改良事業を行おうとする場合にあつては同条第二項の、法第九十五条の

二第一項の規定により農業協同組合、農業協同組合連合会、農地利用集積円滑

化団体若しくは農地中間管理機構が土地改良事業の計画を変更しようとする

場合又は同項の規定により数人が共同して行う土地改良事業の計画を変更し

ようとする場合にあつては同条第二項の、法第九十六条の二第一項の規定によ

り市町村が土地改良事業を行おうとする場合にあつては同条第二項の、法第九

十六条の三第一項の規定により市町村が土地改良事業の計画を変更しようと

する場合にあつては同条第二項の、土地改良法施行法（以下「施行法」という。）

第五条第一項（施行法第七条第二項及び第九条において準用する場合を含む。）

の規定による当該組織を変更しようとする場合にあつては施行法第五条第四

項（施行法第七条第二項及び第九条において準用する場合を含む。）の規定に

よる公告の期間満了後五日以内（法第四十八条第六項（法第八十八条第六項、



法第九十五条の二第三項及び法第九十六条の三第五項において準用する場合

を含む。以下この条及び次条において同じ。）に規定する手続により土地改良

事業計画を変更しようとする場合にあつては、法第四十八条第六項の規定によ

る申出をする前）に、申出書を農業委員会（農業委員会等に関する法律（昭和

二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五項の規定により農業

委員会を置かない市町村にあつては、市町村長。以下同じ。）に提出しなけれ

ばならない。 

２ 土地改良法施行令（昭和二十四年政令第二百九十五号。以下「令」という。）

第一条の三第一項の農林水産省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 申出者の氏名又は名称及び住所 

二 当該農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者の氏名又は名称

及び住所 

三 当該農用地の所在、地番、地目（登記簿の地目が現況と異なるときは、登記簿

の地目及び現況による地目。以下同じ。）、用途及び地積 

四 申出の理由 

五 その他必要な事項 

３ 令第一条の三第二項（令第一条の五において準用する場合を含む。）の農林水

産省令で定める期間は、七日とする。 

農地法 

（農地又は採草放牧地の賃貸借の解約等の制限） 

第十八条 農地又は採草放牧地の賃貸借の当事者は、政令で定めるところにより都

道府県知事の許可を受けなければ、賃貸借の解除をし、解約の申入れをし、合

意による解約をし、又は賃貸借の更新をしない旨の通知をしてはならない。た

だし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借の更新をしない旨の通知が、信託事

業に係る信託財産につき行われる場合（その賃貸借がその信託財産に係る信託

の引受け前から既に存していたものである場合及び解約の申入れ又は合意に

よる解約にあつてはこれらの行為によつて賃貸借の終了する日、賃貸借の更新

をしない旨の通知にあつてはその賃貸借の期間の満了する日がその信託に係

る信託行為によりその信託が終了することとなる日前一年以内にない場合を

除く。） 

二 合意による解約が、その解約によつて農地若しくは採草放牧地を引き渡すこと

となる期限前六月以内に成立した合意でその旨が書面において明らかである

ものに基づいて行われる場合又は民事調停法による農事調停によつて行われ

る場合 

三 賃貸借の更新をしない旨の通知が、十年以上の期間の定めがある賃貸借（解約

をする権利を留保しているもの及び期間の満了前にその期間を変更したもの

でその変更をした時以後の期間が十年未満であるものを除く。）又は水田裏作

を目的とする賃貸借につき行われる場合 

四 第三条第三項の規定の適用を受けて同条第一項の許可を受けて設定された賃

借権に係る賃貸借の解除が、賃借人がその農地又は採草放牧地を適正に利用し

ていないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところによりあら

かじめ農業委員会に届け出て行われる場合 



五 農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があつた農用地利用集積

計画の定めるところによつて同法第十八条第二項第六号に規定する者に設定

された賃借権に係る賃貸借の解除が、その者がその農地又は採草放牧地を適正

に利用していないと認められる場合において、農林水産省令で定めるところに

よりあらかじめ農業委員会に届け出て行われる場合 

六 農地中間管理機構が農地中間管理事業の推進に関する法律第二条第三項第一

号に掲げる業務の実施により借り受け、又は同項第二号に掲げる業務の実施に

より貸し付けた農地又は採草放牧地に係る賃貸借の解除が、同法第二十条又は

第二十一条第二項の規定により都道府県知事の承認を受けて行われる場合 

２ 前項の許可は、次に掲げる場合でなければ、してはならない。 

一 賃借人が信義に反した行為をした場合 

二 その農地又は採草放牧地を農地又は採草放牧地以外のものにすることを相当

とする場合 

三 賃借人の生計（法人にあつては、経営）、賃貸人の経営能力等を考慮し、賃貸

人がその農地又は採草放牧地を耕作又は養畜の事業に供することを相当とす

る場合 

四 その農地について賃借人が第三十六条第一項の規定による勧告を受けた場合 

五 賃借人である農地所有適格法人が農地所有適格法人でなくなつた場合並びに

賃借人である農地所有適格法人の構成員となつている賃貸人がその法人の構

成員でなくなり、その賃貸人又はその世帯員等がその許可を受けた後において

耕作又は養畜の事業に供すべき農地及び採草放牧地の全てを効率的に利用し

て耕作又は養畜の事業を行うことができると認められ、かつ、その事業に必要

な農作業に常時従事すると認められる場合 

六 その他正当の事由がある場合 

３ 都道府県知事は、第一項の規定により許可をしようとするときは、あらかじめ、

都道府県機構の意見を聴かなければならない。ただし、農業委員会等に関する

法律第四十二条第一項の規定による都道府県知事の指定がされていない場合

は、この限りでない。 

４ 第一項の許可は、条件をつけてすることができる。 

５ 第一項の許可を受けないでした行為は、その効力を生じない。 

６ 農地又は採草放牧地の賃貸借につき解約の申入れ、合意による解約又は賃貸借

の更新をしない旨の通知が第一項ただし書の規定により同項の許可を要しな

いで行なわれた場合には、これらの行為をした者は、農林水産省令で定めると

ころにより、農業委員会にその旨を通知しなければならない。 

７ 前条又は民法第六百十七条（期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ）若しく

は第六百十八条（期間の定めのある賃貸借の解約をする権利の留保）の規定と

異なる賃貸借の条件でこれらの規定による場合に比して賃借人に不利なもの

は、定めないものとみなす。 

８ 農地又は採草放牧地の賃貸借に付けた解除条件（第三条第三項第一号、農業経

営基盤強化促進法第十八条第二項第六号及び農地中間管理事業の推進に関す

る法律第十八条第二項第五号に規定する条件を除く。）又は不確定期限は、付

けないものとみなす。 

「農地法関係事務に係る処理基準について」（平成 12年 6月 1日 12構改 B第 404 



号農林水産事務次官通知） 

第９ 法第18条関係 

１ 法第18条第１項の許可対象 

(1) 法第18条第１項第１号関係 

「信託行為によりその信託が終了することとなる日」とは、信託を設定する行為によって 

定められた信託期間の終了の日をいう。信託契約が変更され、信託期間に変更があったと

きは、変更後の信託期間の終了の日をいう。 

(2) 法第18条第１項第２号関係 

賃貸人の一方的意思表示によって「合意による解約」が成立する旨をあらかじめ定める等 

「合意による解約」について賃貸借の当事者が実質的に合意をしたときが法第18条第１項

第２号にいう「合意」のときであると解され、そのときが農地等を引き渡すこととなる期

限前６か月前である場合には、その合意に係る「合意による解約」をしようとする当事者

は都道府県知事（指定都市（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定

都市をいう。以下同じ。）の区域内にあっては、指定都市の長）の許可を受けなければな

らない。 

(3) 法第18条第１項第３号関係 

① 「期間の満了前にその期間を変更したもの」には、賃貸借の期間を延長したものはもち 

ろん、その期間を短縮したものも含まれる。 

② 期間の定めのない賃貸借につきその期間を定めた場合におけるその賃貸借については、 

法第18条第１項第３号の「10年以上の期間」の始期は、その期間を定めたときをいう。 

(4) 法第18条第１項第４号及び第５号関係 

農業委員会に届出を行った場合であっても、届出に係る農地等が適正に利用されている場 

合には解除の効力を生じないことは言うまでもない。 

２ 法第18条第１項の許可基準 

都道府県知事又は指定都市の長は、法第18条第１項の許可をするかの判断に当たっては、

法令の定めによるほか、次によるものとする。 

(1) 法第18条第２項第１号の判断基準 

法第18条第２項第１号の「信義に反した行為」とは、特段の事情がないのに通常賃貸人と 

賃借人の関係を持続することが客観的にみて不能とされるような信義誠実の原則に反した

行為をいうものとする。例えば、賃借人の借賃の滞納、無断転用、田畑転換等の用法違反、

無断転貸、不耕作、賃貸人に対する不法行為等の行為が想定される。 

(2) 法第18条第２項第２号の判断基準 

法第18条第２項第２号に該当するかは、例えば、具体的な転用計画があり、転用許可が見 

込まれ、かつ、賃借人の経営及び生計状況や離作条件等からみて賃貸借契約を終了させる

ことが相当と認められるか等の事情により判断するものとする。 

(3) 法第18条第２項第３号の判断基準 

法第18条第２項第３号に該当するかは、賃貸借の消滅によって賃借人の相当の生活の維持 

が困難となるおそれはないか、賃貸人が土地の生産力を十分に発揮させる経営を自ら行う

ことがその者の労働力、技術、施設等の点から確実と認められるか等の事情により判断す

るものとする。 

(4) 法第18条第２項第６号の判断基準 



法第18条第２項第６号の「その他正当の事由がある場合」とは、賃借人の離農等により賃 

貸借を終了させることが適当であると客観的に認められる場合とする。これらの判断に当

たっては、個別具体的な事案ごとに様々な状況を勘案し、総合的に判断する必要があるが、

法第２条の２の責務規定が設けられていることを踏まえれば、賃借人が農地を適正かつ効

率的に利用していない場合は、法第18条第２項第１号に該当しない場合であっても、同項

第６号に該当することがあり得る。このため、賃貸借の解約等を認めることが農地等の適

正かつ効率的な利用につながると考えられる場合には積極的に許可を行うべきである。 

３ 賃貸借の当事者への通知 

農業委員会は、法第18条第６項の規定により賃貸借につき解約の申入れ、合意による解約

又は賃貸借の更新をしない旨の通知をした旨の通知を受理した場合で、これらの行為が法

第18条第１項ただし書の規定により同項の許可を受けることを要しないものに該当しない

と認めるときは、速やかにその賃貸借の当事者に同項の許可を要する旨を通知するものと

する。 

４ 農業委員会に対する通知 

都道府県知事又は指定都市の長は、法第18条第１項の処分を行った場合には、その旨を申

請に係る農地等の所在する市町村の区域を管轄する農業委員会に通知するものとする。 

「農地法関係事務処理要領の制定について」（平成 21年 12月 11日 21経営第 4608 

号、21農振第 1599号農林水産省経営局長・農村振興局長） 

第９ 農地等の賃貸借の解約等の関係 

１ 法第18条第１項第４号及び第５号の届出関係 

(1) 届出手続 

ア届出書は、様式例第９号の１による。 

イ届出書に則第66条第２項第３号の「その他参考となるべき書類」を添付させる場合には、

負担軽減の観点から、第１の１の(3)のアからウまでに準ずる。 

(2) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は、届出書の提出があったときは、速やかに届出に係る賃貸借の解除が賃借

人がその農地等を適正に利用していないと認められる場合に行われるものであるかどう

か、届出書の法定記載事項が記載されているかどうか及び添付書類が具備されているかど

うかを検討し、その届出が適法であるかどうかを審査して、その受理又は不受理を決定す

る必要がある。 

イ農業委員会は、届出を受理したときは遅滞なく受理通知書（様式例第９号の２）をその

届出者に交付し、届出を受理しないこととしたときは、遅滞なく理由を付けてその旨をそ

の届出者に通知する必要がある。 

(3) 事務処理上の留意事項 

第１の４の(3)の規定は、農業委員会が法第18条第１項第４号及び第５号の届出に関する事

務処理を行う場合に準用する。 

２ 法第18条第１項の賃貸借の解約等の許可 

(1) 許可申請手続 

ア許可申請は、様式例第９号の３による。 

イ許可申請書に則第64条第３ 項第３ 号の「その他参考となるべき書類」（ 賃貸借契約書

の写し、農地転用事業計画書等）を添付させる場合には、申請負担軽減の観点から、特に



第１の１ の(3)のアからウまでに留意する。 

(2) 農業委員会の処理 

ア農業委員会は、許可申請書の提出があった場合には、その記載事項及び添付書類を審査

するとともに必要に応じ実情を調査し、その申請が適法なものであるかどうか（ この場合、

許可申請書の提出日について則第64条第２項、更新拒絶をしようとする日について法第17

条の制限があることに留意する。） 及び法第18条第２項各号に該当するかどうかを検討す

る。なお、この場合において、許可申請書の記載事項及び添付書類に不備があるときは、

これの補正又は追完を求める必要がある。 

イ農業委員会は、アの検討によりその申請の却下又は許可若しくは不許可について意見を

決定し、法第18条の許可申請に係る農業委員会の意見書（様式例第９号の４）を作成し、

これを議事録の写しとともに許可申請書に添付して速やかに都道府県知事（当該申請に係

る農地等が指定都市（地方自治法第252条の19第１項の指定都市をいう。以下同じ。） の

区域内にある場合は、指定都市の長。以下第９において同じ。）に送付する。なお、農業

委員会は意見書の写しを保管する。 

ウ農業委員会は、イの送付に係る申請に対する都道府県知事の指令書を受け取った場合は、

当該申請に係る意見書の控えに都道府県知事の処理結果を朱筆する。 

(3) 都道府県知事の処理 

ア都道府県知事は、農業委員会の送付により許可申請書の提出があった場合には、農業委

員会の意見書及び議事録の写しを参考にし、(2)のアと同様により検討する。なお、この場

合において、許可申請書の記載事項及び添付書類に不備があるときは、これの補正又は追

完を求める必要がある。 

イ都道府県知事は、(1)の検討によりその申請を却下又は許可若しくは不許可を決定し、指

令書（様式例第９号の５）を申請者（当事者の連署による申請にあっては、その双方の申

請者）に交付するとともに、その内容をその申請に係る農地等の所在地を管轄する農業委

員会に通知する必要がある。この場合において、許可しようとする事案については、あら

かじめ、都道府県農業委員会ネットワーク機構の意見を聴かなければならない。 

３ 法第18条第６項の賃貸借の解約等の通知 

(1) 通知書は、様式例第９号の６による。 

(2) 通知書に則第68条第３ 項第５ 号の「その他参考となるべき書類」を添付させる場合

には、負担軽減の観点から、第１の１ の(3)のアからウまでに準ずる。 

(3) 農業委員会は、通知書を受理した場合にはその記載の内容に誤りがないかどうか及び

その賃貸借の解約の申入れ等が法第18条第１項の許可を受けることを要しないものである

かどうかを審査する。 

(4) 農業委員会は、(3)の審査によりその賃貸借の解約の申入れ等が法第18条第１項ただし

書の規定により同項の許可を受けることを要しないものに該当しないと認めたときは、直

ちにその賃貸借の当事者にその旨を通知する。 

 

 

 



審査基準未設定理由 

○ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 ７日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 農用地の一時貸付に係る参加資格の認定 

根拠法令(例規)及び条項  土地改良法第 3条第 3項 

法令 (例規 )番号 昭和 24年法律第 195号 

関 係 条 項 同法施行規則第 5条 

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 

 

 

 

 

 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 
基  準 

土地改良法 

（土地改良事業に参加する資格） 

第三条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内

にある土地についての次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものに

ついては、その所有者 

二 農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供さ

れるものについては、政令の定めるところにより、農業委員会（農業委員会等

に関する法律（昭和二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五

項の規定により農業委員会を置かない市町村にあつては、市町村長。以下同

じ。）に対しその所有者から当該土地改良事業に参加すべき旨の申出があり、

かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認した場合にあつては、

その所有者、その他の場合にあつては、その農用地につき当該権原に基づき耕

作又は養畜の業務を営む者 

三 農用地以外の土地であつて所有権に基づき使用及び収益の目的に供されるも

のについては、その所有者 

四 農用地以外の土地であつて所有権以外の権原に基づき使用及び収益の目的に

供されるものについては、その権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の

定めるところにより、その所有者の同意を得て農業委員会に対し当該土地改良

事業に参加すべき旨を申し出た場合にあつては、その者、その他の場合にあつ

ては、その所有者 

２ 前項第二号の所有者及び権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者が、政令の

定めるところにより、合意によつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申

し出、かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認したときは、そ

の承認のあつた時にその資格が交替するものとする。同項第四号の所有者並び

に権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の定めるところにより、合意に

よつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申し出た場合も、また同様とす

る。 

３ 前二項の規定の適用については、賃貸人又は貸主が、疾病その他農林水産省令

で定める事由によつて当該農用地につき自ら耕作又は養畜の業務を営むこと

ができないため、一時その農用地を他人に貸し付け、その耕作又は養畜の業務

の目的に供した場合において、農業委員会が、政令の定めるところにより、そ



の賃貸人又は貸主が近く自ら耕作又は養畜の業務を営むものと認め、かつ、こ

れを相当と認めるときは、その賃貸人又は貸主をその農用地につき権原に基づ

き耕作又は養畜の業務を営む者とみなす。 

４ 第一項又は第二項の規定の適用については、農地利用集積円滑化団体（農業経

営基盤強化促進法（昭和五十五年法律第六十五号）第十一条の十四に規定する

農地利用集積円滑化団体（同法第四条第三項第一号ロに規定する農地売買等事

業を行う者に限る。）をいう。以下同じ。）若しくは農地中間管理機構（農地中

間管理事業の推進に関する法律（平成二十五年法律第百一号）第二条第四項に

規定する農地中間管理機構をいう。以下同じ。）がその借り受けている農用地

をまだ貸し付けていないとき、又は農地利用集積円滑化団体若しくは農地中間

管理機構がその借り受けている農用地を農地利用集積円滑化事業（農業経営基

盤強化促進法第四条第三項に規定する農地利用集積円滑化事業をいう。）若し

くは農地中間管理事業（農地中間管理事業の推進に関する法律第二条第三項に

規定する農地中間管理事業をいう。）の実施により一時他人に貸し付け、その

耕作若しくは養畜の業務の目的に供した場合において農業委員会が政令の定

めるところによりその旨の認定をしたときは、その農地利用集積円滑化団体又

は農地中間管理機構をその農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を

営む者とみなす。 

５ 第一項の規定の適用については、第九十四条の八第七項（第九十四条の八の二

第六項において準用する場合を含む。）の規定により土地を使用する者は、そ

の土地が農用地である場合にあつては、その農用地につき所有権に基づき耕作

又は養畜の業務を営む者とみなし、その土地が農用地以外の土地である場合に

あつては、その土地の所有者とみなす。 

６ 第五十条第一項の道路等の用に供している土地の所有者としての国若しくは

地方公共団体又は前項に規定する土地の所有者としての国には、第一項の規定

を適用しない。 

７ 換地計画において換地を定めない従前の土地若しくは換地計画において第七

条第四項の非農用地区域内に換地を定めた従前の土地若しくはその換地の所

有者若しくはこれらの土地につき所有権以外の権原に基づき使用及び収益を

する者、第五十三条の二第一項若しくは第五十三条の二の三第一項（これらの

規定を第八十九条の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場

合を含む。以下この項において同じ。）の規定により指定された土地（第五十

三条の二の三第一項の規定により指定された土地にあつては、換地を定めない

土地として指定されたものに限る。）の所有者若しくは当該土地につき所有権

以外の権原に基づき使用及び収益をする者又は第五十四条の二第五項（第八十

九条の二第十項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）の

規定により土地を取得した者（第五十三条の三の二第一項第一号（第八十九条

の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）に掲げ

る土地を取得した者を除く。）には、これらの者としては、第一項の規定を適

用しない。 

８ 第五条第六項又は第七項（これらの規定を第四十八条第九項、第八十五条第五

項、第八十五条の二第五項、第八十五条の三第四項及び第十項、第八十七条の

二第十項、第八十七条の三第七項、第八十八条第六項及び第十八項、第九十六



条の二第七項並びに第九十六条の三第五項において準用する場合を含む。）の

承認又は同意に係る土地（承認に係る土地にあつては、農用地及び第五十条第

一項の道路等の用に供されている土地並びにこれらの土地以外の土地で、その

承認に際し、その承認をした行政庁又は地方公共団体が農用地として利用する

旨を農業委員会に申し出たものを除き、同意に係る土地にあつては、その同意

に際し、その同意をした第一項第三号又は第四号に該当する者が、（当該土地

につき第五条第七項に掲げる権利を有する者が他に存するときは、その者の同

意を得て、）農用地として利用する旨を農業委員会に申し出た土地を除く。以

下「特定用途用地」という。）についての第一項第三号又は第四号に該当する

者には、当該特定用途用地又は当該特定用途用地を従前の土地とする換地につ

いての同項第三号又は第四号に該当する者としては、同項の規定を適用しな

い。 

土地改良法施行規則 

（一時耕作の場合の自作不能の事由） 

第五条 法第三条第三項の農林水産省令で定める事由は、次に掲げるものとする。 

一 就学 

二 選挙による公務就任その他の事由で農業委員会が自ら耕作又は養畜の業務を

営まないことをやむなくさせた事由と認めたもの 

審査基準未設定理由 

○ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 ７日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 
農地利用集積円滑化団体若しくは農地中間管理機構の借受農用地に係る事業参加

資格の認定 

根拠法令(例規)及び条項  土地改良法第 3条第 4項 

法令 (例規 )番号 昭和 24年法律第 195号 

関 係 条 項  

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 

 

 

 

 

 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 基  準 

土地改良法 

（土地改良事業に参加する資格） 

第三条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内

にある土地についての次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 農用地であつて所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものに

ついては、その所有者 

二 農用地であつて所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供さ

れるものについては、政令の定めるところにより、農業委員会（農業委員会等

に関する法律（昭和二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五

項の規定により農業委員会を置かない市町村にあつては、市町村長。以下同

じ。）に対しその所有者から当該土地改良事業に参加すべき旨の申出があり、

かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認した場合にあつては、

その所有者、その他の場合にあつては、その農用地につき当該権原に基づき耕

作又は養畜の業務を営む者 

三 農用地以外の土地であつて所有権に基づき使用及び収益の目的に供されるも

のについては、その所有者 

四 農用地以外の土地であつて所有権以外の権原に基づき使用及び収益の目的に

供されるものについては、その権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の

定めるところにより、その所有者の同意を得て農業委員会に対し当該土地改良

事業に参加すべき旨を申し出た場合にあつては、その者、その他の場合にあつ

ては、その所有者 

２ 前項第二号の所有者及び権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者が、政令の

定めるところにより、合意によつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申

し出、かつ、その申出が相当であつて農業委員会がこれを承認したときは、そ

の承認のあつた時にその資格が交替するものとする。同項第四号の所有者並び

に権原に基づき使用及び収益をする者が、政令の定めるところにより、合意に

よつてその資格を交替すべき旨を農業委員会に申し出た場合も、また同様とす

る。 

３ 前二項の規定の適用については、賃貸人又は貸主が、疾病その他農林水産省令

で定める事由によつて当該農用地につき自ら耕作又は養畜の業務を営むこと

ができないため、一時その農用地を他人に貸し付け、その耕作又は養畜の業務



の目的に供した場合において、農業委員会が、政令の定めるところにより、そ

の賃貸人又は貸主が近く自ら耕作又は養畜の業務を営むものと認め、かつ、こ

れを相当と認めるときは、その賃貸人又は貸主をその農用地につき権原に基づ

き耕作又は養畜の業務を営む者とみなす。 

４ 第一項又は第二項の規定の適用については、農地利用集積円滑化団体（農業経

営基盤強化促進法（昭和五十五年法律第六十五号）第十一条の十四に規定する

農地利用集積円滑化団体（同法第四条第三項第一号ロに規定する農地売買等事

業を行う者に限る。）をいう。以下同じ。）若しくは農地中間管理機構（農地中

間管理事業の推進に関する法律（平成二十五年法律第百一号）第二条第四項に

規定する農地中間管理機構をいう。以下同じ。）がその借り受けている農用地

をまだ貸し付けていないとき、又は農地利用集積円滑化団体若しくは農地中間

管理機構がその借り受けている農用地を農地利用集積円滑化事業（農業経営基

盤強化促進法第四条第三項に規定する農地利用集積円滑化事業をいう。）若し

くは農地中間管理事業（農地中間管理事業の推進に関する法律第二条第三項に

規定する農地中間管理事業をいう。）の実施により一時他人に貸し付け、その

耕作若しくは養畜の業務の目的に供した場合において農業委員会が政令の定

めるところによりその旨の認定をしたときは、その農地利用集積円滑化団体又

は農地中間管理機構をその農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を

営む者とみなす。 

５ 第一項の規定の適用については、第九十四条の八第七項（第九十四条の八の二

第六項において準用する場合を含む。）の規定により土地を使用する者は、そ

の土地が農用地である場合にあつては、その農用地につき所有権に基づき耕作

又は養畜の業務を営む者とみなし、その土地が農用地以外の土地である場合に

あつては、その土地の所有者とみなす。 

６ 第五十条第一項の道路等の用に供している土地の所有者としての国若しくは

地方公共団体又は前項に規定する土地の所有者としての国には、第一項の規定

を適用しない。 

７ 換地計画において換地を定めない従前の土地若しくは換地計画において第七

条第四項の非農用地区域内に換地を定めた従前の土地若しくはその換地の所

有者若しくはこれらの土地につき所有権以外の権原に基づき使用及び収益を

する者、第五十三条の二第一項若しくは第五十三条の二の三第一項（これらの

規定を第八十九条の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場

合を含む。以下この項において同じ。）の規定により指定された土地（第五十

三条の二の三第一項の規定により指定された土地にあつては、換地を定めない

土地として指定されたものに限る。）の所有者若しくは当該土地につき所有権

以外の権原に基づき使用及び収益をする者又は第五十四条の二第五項（第八十

九条の二第十項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）の

規定により土地を取得した者（第五十三条の三の二第一項第一号（第八十九条

の二第三項及び第九十六条の四第一項において準用する場合を含む。）に掲げ

る土地を取得した者を除く。）には、これらの者としては、第一項の規定を適

用しない。 

８ 第五条第六項又は第七項（これらの規定を第四十八条第九項、第八十五条第五

項、第八十五条の二第五項、第八十五条の三第四項及び第十項、第八十七条の



二第十項、第八十七条の三第七項、第八十八条第六項及び第十八項、第九十六

条の二第七項並びに第九十六条の三第五項において準用する場合を含む。）の

承認又は同意に係る土地（承認に係る土地にあつては、農用地及び第五十条第

一項の道路等の用に供されている土地並びにこれらの土地以外の土地で、その

承認に際し、その承認をした行政庁又は地方公共団体が農用地として利用する

旨を農業委員会に申し出たものを除き、同意に係る土地にあつては、その同意

に際し、その同意をした第一項第三号又は第四号に該当する者が、（当該土地

につき第五条第七項に掲げる権利を有する者が他に存するときは、その者の同

意を得て、）農用地として利用する旨を農業委員会に申し出た土地を除く。以

下「特定用途用地」という。）についての第一項第三号又は第四号に該当する

者には、当該特定用途用地又は当該特定用途用地を従前の土地とする換地につ

いての同項第三号又は第四号に該当する者としては、同項の規定を適用しな

い。 

審査基準未設定理由 

○ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 ７日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 特定農地貸付けに関する承認 

根拠法令(例規)及び条項  特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律第 3条第 3項 

法令 (例規 )番号 平成元年法律第 58号 

関 係 条 項 同法第 3条第 1項、第 2項、同法施行令第 3条、同法施行規則第 2条 

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 

 

 

 

 

 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

基  準 

 

審査基準未設定理由 

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

○イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 日 

備     考 

 

 



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 

(平成 30年 4月 1日作成） 

処 分 名 特定農地貸付けの変更の承認 

根拠法令(例規)及び条項  特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律施行令第 4条第 1項 

法令 (例規 )番号 平成元年政令第 258号 

関 係 条 項 同法第 3条第 3項、同法施行令第 3条、同法施行規則第 2条 

所 管 課 係 名 農業委員会事務局農業振興係 

 

 

 

 

 

審 

 

 

査 

 

 

基 

 

 

準 

基  準 

  

審査基準未設定理由 

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの 

○イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの 

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの 

標 準 処 理 期 間 日 

備     考 

 

 


